
４. これらを支える基盤の整備
（３） がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

• 国は、引き続き、学習指導要領に基づく、児童生徒の発達段階に応じたがん教育を推進す
る。その際、生活習慣が原因とならないがんもあることなど、がんに対する正しい知識が身
に付くよう、医療従事者やがん患者等の外部講師の積極的な活用について周知を行うとと
もに、ＩＣＴの活用を推進するなど、各地域の実情に応じたがん教育の取組の充実とその成
果の普及を図る。

• 国は、都道府県及び市町村において、教育委員会及び衛生主管部局が連携して会議体を
設置し、地域のがん医療を担う医師や患者等の関係団体とも協力しながら、また、学校医
やがん医療に携わる医師、がん患者・経験者等の外部講師を活用しながら、がん教育が
実施されるよう、必要な支援を行う。
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外部講師を活用したがん教育ガイドライン（令和３年３月一部改訂）より
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４. これらを支える基盤の整備
（３） がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

• 国及び地方公共団体、拠点病院等を中心とした医療機関は、患者やその家族等の関係団
体等の協力を得ながら、国民に対する、生活習慣や遺伝子等のがんの発生に関する基本
的な情報も含めたがんに関する正しい知識の普及啓発に引き続き取り組む。その際には、
啓発資材のデジタル化や対象者に応じた周知方法の工夫等により、より効果的な手法を
用いる。

• 事業主や医療保険者は、がん対策推進企業アクション等の国や地方公共団体の事業を活
用することも含め、雇用者や被保険者・被扶養者が、生涯のうちに約

• ２人に１人ががんに罹患すると推計されていることや、がん検診やがんの治療 と仕事の両
立といったがんに関する正しい知識を得ることができるよう努める。

【個別目標】
国民ががん予防やがん検診による早期発見の重要性を認識するとともに、
がんを正しく理解することを目指す。
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４. これらを支える基盤の整備
（５） 患者・市民参画の推進

• 国及び都道府県は、国民本位のがん対策を推進するため、基本計画及び「都道府県がん
対策推進計画」の策定過程について、性別、世代、がん種等を考慮し、多様ながん患者等
のがん対策推進協議会及び都道府県協議会等への参画を推進する。また、諸外国の公募
制、代表制等の事例も踏まえつつ、患者・市民参画の更なる推進に向けた仕組みを検討す
る。

• 国は、これまでがん研究分野で推進されてきた、がん患者及びがん経験者の参画の取組
に係る知見について、患者・市民参画に関する研究成果も踏まえ、各分野への横展開を行
う。

• 国は、患者・市民参画を推進するに当たって、参画する患者・市民への啓発・育成を行う。ま
た、医療従事者や関係学会に対しても、患者・市民参画に係る十分な理解が得られるよう、
啓発等に取り組む。

【個別目標】
がん患者とその家族等を含む国民が、がん対策の重要性を認識し、がん医療
に関する正しい理解を得て、医療従事者とも連携しながら、がん対策に主体
的に参画する社会を目指す。

87



４. これらを支える基盤の整備
（６） デジタル化の推進

• 国は、がん医療の質の向上と分かりやすい情報提供等を一層推進するため、
• 「がん予防」、「がん医療」、「がんとの共生」の各分野において、ＰＨＲの推進、現況報告書

のオンライン化、レセプトやがん登録情報等を活用したがん対策の評価、オンラインを活用
した相談支援や効果的な情報提供等、ＩＣＴやＡＩを含むデジタル技術の活用による医療の
データ化とその利活用の推進について検討する。

• また、国は、患者やその家族等のアクセス向上や、医療・福祉・保健サービス の効率的・効
果的な提供の観点から、ＳＮＳ等を活用したがん検診の受診勧奨や、安心かつ安全なオン
ライン診療の提供、ｅコンセント（電磁的方法によるインフ ォームド・コンセント）の活用等の
治験のオンライン化、地方公共団体や医療機関における会議のオンライン化、相談支援の
オンライン化に向けた取組を推進する。

【個別目標】
デジタル技術の活用等により、患者やその家族等の医療・福祉・保健サービ
スへのアクセシビリティを向上させるとともに、国、地方公共団体、医療機関
等が効率的かつ効果的にサービスを提供できることを目指す。 88



第３．がん対策を総合的かつ計画的に推進するため
に必要な事項

1. 関係者等の連携協力の更なる強化

2. 感染症発生・まん延時や災害時等を見据えた対策

3. 都道府県による計画の策定

4. 国民の努力

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化

6. 目標の達成状況の把握

7. 基本計画の見直し

患者団体等
との協力
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第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

２. 感染症発生・まん延時や災害時等を見据えた対策

• がん検診の受診率について、新型コロナウイルス感染症の影響により、検診
の受診者が１～２割程度減少しているとの報告もある。

• 国は、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、感染症発生・まん延時等に
がん検診の提供体制を一時的に縮小した場合でも、状況に応じて速やかに提
供体制及び受診行動を回復させることができるよう、平時における準備等の対
応について検討する。

• 令和４（2022）年整備指針改定において、都道府県がん診療連携協議会の体
制を強化し、拠点病院等の役割分担や連携体制の構築、感染症発生・まん延
時や災害時等への対応等を新たな要件として盛り込んだ。

• 国及び都道府県は、感染症発生・まん延時や災害時等の状況下においても、
必要ながん医療を提供できるよう、診療機能の役割分担や各施設が協力した
人材育成や応援体制の構築等、地域の実情に応じた連携体制を整備する取
組を平時から推進する。



第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３. 都道府県による計画の策定
• 都道府県は、本基本計画を基本としながら、当該都道府県におけるがん患者に対するがん

医療の提供の状況等を踏まえ、都道府県計画を策定する。都道府県計画は、医療計画、都
道府県健康増進計画、都道府県介護保険事業支援計画等のがん対策に関連する事項を
定めるその他の計画と調和が保たれたものとする。

• また、地域の実情に応じた自主的かつ主体的な施策や普及啓発の取組を盛り込むことが
望ましい。

• 都道府県は、都道府県計画の策定過程において、がん患者等の都道府県協議会等への参
画等を含めた患者・市民参画を推進し、関係者等の意見の聴取に努める。

• また、都道府県は、都道府県計画に基づくがん対策の進捗管理に当たって、ＰＤＣＡサイク
ルの実効性確保のため、ロジックモデル等のツールの活用を検討するとともに、当該都道
府県におけるがん医療に関する状況の変化やがん対策の効果に関する評価を踏まえ、必
要があるときには、都道府県計画を変更するよう努める。

• 国は、都道府県計画の作成手法等について必要な助言を行う。
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第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

４. 国民の努力

• 国民は、法第６条の規定に基づき、がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要な
注意を払い、必要に応じ、がん検診を受けるよう努めるほか、がん患者に関する理解を深
めるよう努めるものとする。

• また、今後のがん医療の向上に資するよう、以下の点についても努力していくことが望まれ
る。

• がん医療は、がん患者やその家族等と、医療従事者の人間関係を基盤として成り立っ
ていることから、医療従事者のみならず、がん患者やその家族等も、医療従事者と信頼
関係を築くことができるよう努めること。

• がん患者が適切な医療を受けるためには、セカンドオピニオンに関する情報の提示、が
んに関する十分な説明、相談支援等が重要であるが、がん患者やその家族等も、医療
従事者からの説明を受けながら、病態や治療内容等について、理解するよう努めること。

• 国民本位のがん対策を推進するため、国民は、関係者等と協力して、主体的にがん対
策の議論に参画するなど、がん医療や、がん患者やその家族等に対する支援を充実さ
せることの重要性を認識し、正しい知識・理解を得て、行動するよう努めること。



第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

６. 目標の達成状況の把握

• 国は、分野別目標及び個別目標の達成状況について、適宜調査を実施しその
結果を公表するとともに、本基本計画の進捗状況を適切に把握し、管理するた
め、３年を目途に中間評価を行う。

• その際、各分野の取り組むべき施策が、分野別目標及び個別目標の達成に
向けて効果をもたらしているか、ロジックモデルを活用した科学的・総合的な評
価を行い、必要に応じてその結果を施策に反映する。また、分野別目標及び
個別目標の達成状況及び計画の進捗状況の把握に当たって、適切な指標が
設定されているか、必要に応じて見直しを行うとともに、数値目標の設定につ
いても、引き続き検討を行う。

• がん対策推進協議会は、本基本計画の進捗状況を踏まえ、必要に応じて、が
ん対策の推進に資する提言を行うとともに、検討会等の積極的な活用を行う。93
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○改正後のがん対策基本法（平成18年法律第98号）
（都道府県がん対策推進計画）
• 第十二条 都道府県は、がん対策推進基本計画を基本とするとともに、当該

都道府県におけるがん患者に対するがん医療の提供の状況等を踏まえ、当
該都道府県におけるがん対策の推進に関する計画を策定しなければならな
い。

• ２ 都道府県がん対策推進計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）
第三十条の四第一項に規定する医療計画、健康増進法（平成十四年法律
第百三号）第八条第一項に規定する都道府県健康増進計画、介護保険法
（平成九年法律第百二十三号）第百十八条第一項に規定する都道府県介護
保険事業支援計画その他の法令の規定による計画であってがん対策に関
連する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。

• ３ 都道府県は、当該都道府県におけるがん医療に関する状況の変化を勘
案し、及び当該 都道府県におけるがん対策の効果に関する評価を踏まえ、
少なくとも六年ごとに、都道府県がん対策推進計画に検討を加え、必要があ
ると認めるときには、これを変更するよう努めなければならない。
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地域の特性に応じた都道府県計画を策定するために

• 地域の課題を抽出

• 中間評価、前期の確認、

• 条例、リソースの確認

• 国の中でのベンチマークから自県の課題を確認

• 都道府県内の市町村の状況も確認

• 課題を確認した上で、重点課題を考える
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地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策を考える
がん対策の課題を抽出し、その解決に向けて目標を設定する

97

地域の事情を確認
 がんの罹患、死亡、検診受診率、医療提供体制など自県の状況を要約
 前期計画の進捗状況の評価（愛知、三重、大阪、奈良、和歌山）
 独自調査を実施

がん対策に関するアンケート調査（患者会向け、拠点患者向け）（千葉）
がんに関する患者意識調査（奈良）
がん医療等に係る実態調査、がん対策推進計画に係る意識調査

/患者・家族調査（東京）

地域の状況を踏まえたメリハリのある対策を考える
 改定の視点という項目を設定（兵庫）
 地域特性を踏まえた対策の考え方という項目を設定（新潟）
 地域の課題を重点的に取り組む課題といて設定（富山、鳥取）



実行性のある都道府県計画を作成するために

• 策定に十分な体制と時間をかける
策定プロセスのパターン
健康計画など大きな枠組みの一環として検討
秋田県健康づくり審議会－がん対策分科会
山形県健康長寿推進協議会－がん対策委員会
石川県医療計画推進委員会－がん医療対策部会
愛知県健康づくり推進協議会－がん対策部会
徳島県健康対策審議会－徳島県がん対策連絡会

がん対策推進協議会での検討
がん対策推進協議会の下の計画策定WGを設定し、計画（案）策定
がん対策推進協議会の下に各分野ごとの部会/委員会を設置し検討
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計画策定WG/委員会の例
• 茨城県総合がん対策推進会議（2回）-茨城県

総合がん対策推進計画検討委員会（3回）
• 三重県がん対策推進協議会-がん対策戦略

プラン策定検討部会
• 山口県がん対策協議会（２回）－がん対策推

進計画策定委員会（３回）

分野別WG/委員会の例
• 千葉県がん対策審議会－予防・早期発見部

会、がん教育部会、緩和ケア推進部会、小児
がん対策部会、情報提供部会、就労支援部
会、がん登録部会（各２回）

• 東京都がん対策推進協議会（4回）－予防・早
期発見・教育検討部会、がん医療検討部会、
緩和ケア検討部会、相談・情報検討部会、
がん医療検討部会・緩和ケア検討部会（各２
回） 小児がんWG

→一方で進捗が見えない県もある



101

都道府県計画の項目の例

基本計画
はじめに
第１ 全体目標と分野別目標
第２ 分野別施策と個別目標

現状・課題
取り組むべき施策
個別目標

第３ がん対策を総合的かつ計画的に
推進するために必要な事項

地域の状況を踏まえた対策関連
• 本県のがんの状況と課題
• 計画の基本方針
• 重点的に取り組むべき課題
• 計画推進のための戦略
• 改定の視点

実行性の確保のための体制整備関連
• 計画の推進体制
• 計画推進のための役割
• 計画の進行管理
• 計画を推進するために必要な事項
• PDCAサイクルに基づいた計画の推進

その他、新たに追加された項目
• がん対策を社会で進める環境づくり
• 災害時におけるがん対策
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統合計画の例
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喫煙率



108



109



110



福島県がん対策推進計画(第３期)

111

基本方針
１ がん患者を含めた県民の視点に立ったがん対策の実施
医療技術等の進歩・拡充に加えて、がん患者の体験を生かした「がん患者を含めた県民の
視点」に立った施策を実施します。
２ 本県における重点課題等に応じた総合的かつ計画的ながん対策の実施
がん対策は、がん発症予防から終末期ケアまでの多岐に渡る分野の取組を総合的かつ計
画的に実施するため、必要性や効果 の高いと考えられる取組に重点を置いた施策を実施
します。
３ 目標とその達成時期の考え方
これまでのがん対策に関する目標との整合性を図りつつ、全体目標とそれを達成するため
に必要な具体的な取組の個別目標を設定します。
４ 東日本大震災の影響に配慮したがん対策の実施
東日本大震災及び原子力災害に伴い、生活環境や生活習慣が変化したことなどにより、健
康指標の更なる悪化が見られ、がんを含む生活習慣病発症のリスクの増大が懸念されて
いる。県民の健康づくりを支援する上で重要な検診の受診環境の体制整備や健康不安解
消など震災の影響に配慮した対策を実施します。


